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中間監査報告書



－ 1 －

第一部  【企業情報】

第１  【企業の概況】

１  【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自  平成12年

４月１日
至  平成12年

９月30日

自  平成13年

４月１日
至  平成13年

９月30日

自  平成14年

４月１日
至  平成14年

９月30日

自  平成12年

４月１日
至  平成13年

３月31日

自  平成13年

４月１日
至  平成14年

３月31日

売上高（百万円） 30,169 28,461 25,001 61,601 58,202

経常損益（百万円） 1,307 302 △ 829 2,344 900

中間（当期）純損益（百万円） 995 △ 130 △ 711 1,384 70

純資産額（百万円） 21,612 21,475 20,586 21,760 21,462

総資産額（百万円） 49,102 45,962 42,458 47,655 45,163

１株当たり純資産額（円） 840.71 834.70 800.44 846.46 834.33

１株当たり

中間（当期）純損益（円）
38.24 △ 5.07 △ 27.64 53.52 2.72

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 44.0 46.7 48.5 45.7 47.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△ 540 △ 1,043 △ 165 1,004 △ 763

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△ 598 193 △ 3 △ 752 38

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△ 2,283 △ 701 △ 263 △ 4,272 △ 1,066

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円）

7,127 4,976 4,304 6,528 4,736

従業員数

［外、平均臨時従業員数］（名）

868

［  354］

869

［  353］

881

［  370］

847

［  366］

858

［  355］

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第６０期中、第６１期中及び第６０期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、転換社債等潜在株

式がないため記載しておりません。

３．第６２期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、自己株式方式によるストックオプション制度を採用し

ていますが、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

４．第６１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、自己株式方式によるストックオプション制度を採用して

いますが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。
５．第６２期中から１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益の算出に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用しております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自  平成12年

４月１日

至  平成12年

９月30日

自  平成13年

４月１日

至  平成13年

９月30日

自  平成14年

４月１日

至  平成14年

９月30日

自  平成12年

４月１日

至  平成13年

３月31日

自  平成13年

４月１日

至  平成14年

３月31日

売上高（百万円） 26,783 25,173 21,907 54,992 51,714

経常損益（百万円） 817 6 △ 946 1,551 355

中間（当期）純損益（百万円） 796 △ 217 △ 770 1,127 △ 154

資本金（百万円） 4,453 4,453 4,453 4,453 4,453

発行済株式総数（千株） 26,470 26,470 26,470 26,470 26,470

純資産額（百万円） 21,247 20,949 19,339 21,336 20,276

総資産額（百万円） 37,931 36,881 33,222 38,201 35,633

１株当たり純資産額（円） 802.67 791.42 751.96 806.06 788.20

１株当たり

中間（当期）純損益（円）
30.10 △ 8.23 △ 29.97 42.60 △ 6.02

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円）
－ － － － －

１株当たり
中間（年間）配当額（円）

7.50 7.50 7.50 15.00 15.00

自己資本比率（％） 56.0 56.8 58.2 55.9 56.9

従業員数

［外、平均臨時従業員数］（名）

540

［  148］

540

［  148］

544

［  170］

527

［  147］

531

［  150］

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第６０期中、第６１期中及び第６０期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、転換社債等潜在株

式がないため記載しておりません。

３．第６２期中及び第６１期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、自己株式方式によるストックオ

プション制度を採用していますが、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。
４．第６１期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損

益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しており

ます。

５．第６２期中から１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益の算出に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用しております。
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２  【事業の内容】

該当事項はありません。

３  【関係会社の状況】

該当事項はありません。

４  【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成14年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

通信販売事業
664

［  301］

金融事業
62

［   17］

情報処理事業
119

［   13］

その他の事業
36

［   39］

合計
881
［  370］

（注）従業員数は就業人員（当連結会社から連結会社外への出向者を除き、連結会社外から当連結会社への出向者
を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマー）は［  ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。

（２）提出会社の状況

平成14年９月30日現在

従業員数（名）
544

［  170］

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨

時従業員数（パートタイマー）は［  ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。
２．受注業務を臨時従業員に移行したこと等により、前事業年度末と比べ 20名増加しております。

（３）労働組合の状況

特記事項はありません。
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第２  【事業の状況】

１  【業績等の概要】

（１）業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、一部に持ち直しの動きがみられるものの雇用・所得環境の

不安、米国経済の不透明感による株価の低迷などにより、個人消費の回復は依然として厳しい状況が続いて
おります。

小売業界におきましても、自動車や一部電化製品の販売が好調だったものの、衣料品を含め価格デフレの
傾向で推移し、厳しい経営環境が続いております。

このような情勢下におきまして、当企業集団ではお客様のニーズに基づいた商品・カタログづくりを積極

的に推進するとともに、お客様からのより一層の支持を得るべく諸施策を積極的に推進してまいりました。
また通販ソリューションビジネスの拡充などにも努めてまいりました。しかしながら、個人消費の冷え込み

が当初の予想を上回り、当中間連結会計期間の売上高は、２５０億１百万円（前中間連結会計期間比１２．
２％減）と前中間連結会計期間実績を下回ることとなりました。また、利益面におきましても、販売費及び

一般管理費の低減に努めたものの売上高の減少に伴う売上総利益の減少は大きく、誠に遺憾ではあります

が、８億２９百万円の経常損失を計上し、７億１１百万円の中間純損失となりました。

①  通信販売事業
通信販売事業におきましては、お客様のニーズに基づいた商品・カタログづくりを積極的に推進すると

ともに、活力あふれた魅力ある新しいムトウに生まれ変わるため、当企業集団独自のブランド価値（ムト

ウらしさ）創造に向け本格的な取組みを始めました。また、２０代女性向けファッション情報誌（雑誌名
「ファッション・ハート」）を活用した雑誌通販ビジネスならびに、月別にご希望の商品が購入できる予

約型通販ビジネス（カタログ名「エムプリュス」）を開始いたしました。加えて、高丘総合物流基地の物
流インフラを活用し、注文の翌日に商品をお届けするサービスや、夜間配達に新たな配達時間帯を追加す

るなどのサービスを開始いたしました。

また、通信販売事業で構築した事業ノウハウや物流施設などを活かした通販ソリューションビジネスを
引き続き積極的に推進してまいりました。

これらの営業活動を行ってまいりましたが、売上高は２２１億４５百万円（前中間連結会計期間比１
３．３％減）と前中間連結会計期間実績を下回り、１２億４７百万円の営業損失を計上する結果となりま

した。

②  金融事業

金融事業におきましては、割賦債権買取業及び融資業において、新規加盟店開拓・新規顧客の獲得を進
める一方、既存加盟店・既存顧客に対する販売促進活動を積極的に行い拡販に努めてまいりました。

この結果、取扱高は５６億３百万円（前中間連結会計期間比９．８％減）、営業収益は８億６７百万円

（同１．５％減）となり、また営業利益は８０百万円（同０．３％減）となりました。

③  情報処理事業
情報処理事業におきましては、情報関連業界の需給が悪化してきたものの、ソフトウェアプロダクト

業、システム開発受託業及び通販ソリューション業を積極的に展開し、企業集団外売上の拡大を図ってま

いりました。
この結果、売上高は９億２７百万円（前中間連結会計期間比１５．３％増）となりましたが、営業利益

は３１百万円（同６０．７％減）となりました。

④  その他の事業

その他の事業におきましては、損害保険代理店業などを積極的に推進するとともに、店舗小売業におき
ましては、商品・販売政策の見直しを図り、新規出店への体制整備に努めてまいりました。

この結果、売上高は１０億６１百万円（前中間連結会計期間比１３．１％減）となり、営業利益は２２
百万円（同５９．６％減）となりました。
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（２）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純損失

などにより営業活動による資金が１億６５百万円減少したことや、配当金の支払いなどの財務活動による資

金が２億６３百万円減少したことなどにより、前中間連結会計期間末に比べ６億７２百万円（前中間連結会
計期間比１３．５％減）減少し、当中間連結会計期間末には４３億４百万円となりました。

①  営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用した資金は１億６５百万円（前中間連結会計期間比８４．２％減）となりました。

この主な減少要因は、税金等調整前中間純損失８億４８百万円、仕入債務の減少１２億２１百万円、その
他流動負債の減少５億４百万円であり、増加要因としては、減価償却費２億２９百万円、営業債権の減少

２１億１４百万円であります。

②  投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、３百万円となりました。

③  財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動の結果使用した資金は、２億６３百万円（前中間連結会計期間比６２．４％減）となりまし

た。この主な要因は配当金の支払額１億９３百万円であります。

なお、「第２  事業の状況」の金額には消費税等は含まれておりません。

２  【生産、受注及び販売の状況】

当企業集団は、カタログ通信販売業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況に替えて仕入実績
を記載しております。

（１）仕入実績

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前中間連結会計期間比（％）

通信販売事業 12,534 △ 12.8

情報処理事業 127 91.1

その他の事業 641 △ 11.9

計 13,303 △ 12.3

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。

（２）販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前中間連結会計期間比（％）

通信販売事業 22,145 △ 13.3

金融事業 867 △ 1.5

情報処理事業 927 15.3

その他の事業 1,061 △ 13.1

計 25,001 △ 12.2

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。
２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）
日本生活協同組合連合会

6,065 21.3 5,487 21.9
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３  【対処すべき課題】

特記事項はありません。

４  【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５  【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３  【設備の状況】

１  【主要な設備の状況】

特記事項はありません。

２  【設備の新設、除却等の計画】

特記事項はありません。
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第４  【提出会社の状況】

１  【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①  【株式の総数】

種類 会社が発行する株式の総数（株）

普通株式 78,900,000

計 78,900,000

（注）「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。

②  【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）（平成14年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成14年12月２日）

上場証券取引所名又

は登録証券業協会名
内容

普通株式 26,470,650 26,470,650
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

－

計 26,470,650 26,470,650 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額

（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成14年９月30日 － 26,470,650 － 4,453 － 5,925

（４）【大株主の状況】

平成14年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市呉服町１丁目１０ 1,296 4.90

武藤  隆是 静岡県浜松市西山町１０６１ 1,070 4.04

株式会社大和銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 810 3.06

信和会 静岡県浜松市佐藤２－２４－１ 792 2.99

株式会社ムトウ 静岡県浜松市佐藤２丁目２４－１ 752 2.84

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２－２ 725 2.74

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 681 2.58

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目２１－２４ 551 2.08

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 528 1.99

ムトウ従業員持株会 静岡県浜松市佐藤２－２４－１ 522 1.97

計 － 7,732 29.21

（注）１．信和会は、当社取引先持株会であります。

２．株式会社みずほコーポレート銀行は、平成14年４月１日付で株式会社富士銀行、株式会社第一勧業銀行

及び株式会社日本興業銀行が分割・合併し、株式会社みずほ銀行とともに発足したものであります。
３．株式会社損害保険ジャパンは、平成14年７月１日付で安田火災海上保険株式会社及び日産火災海上保険

株式会社が合併したものであります。
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（５）【議決権の状況】

①  【発行済株式】

平成14年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 752,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,671,800 256,718 －

単元未満株式 普通株式 46,650 －
１単元（100株）
未満の株式

発行済株式総数 26,470,650 － －

総株主の議決権 － 256,718 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が 35,000株（議決権 350個）含まれ
ております。

②  【自己株式等】

平成14年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社ムトウ
静岡県浜松市佐藤

２丁目２４－１
752,200 － 752,200 2.84

計 － 752,200 － 752,200 2.84

２  【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成14年４月 平成14年５月 平成14年６月 平成14年７月 平成14年８月 平成14年９月

最高（円） 474 460 452 445 408 383

最低（円） 400 369 398 391 368 346

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３  【役員の状況】

該当事項はありません。
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第５  【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸
表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令
第３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規
則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年
９月30日まで）及び当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の中間連結財務諸表

並びに前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成14年４月１
日から平成14年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。
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１  【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①  【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末

（平成13年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成14年３月31日）

区分
注記
番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ  流動資産

現金及び預金 4,982 4,304 4,736

受取手形及び売掛金 ※4 20,244 18,027 20,124

営業貸付金 3,268 3,291 3,309

たな卸資産 2,802 3,255 3,220

商品調整引当金 △ 137 △ 550 △ 156

その他 2,335 2,092 1,806

貸倒引当金 △ 492 △ 419 △ 498

流動資産合計 33,003 71.8 30,002 70.7 32,543 72.1

Ⅱ  固定資産

有形固定資産 ※1

建物及び構築物 3,983 3,722 3,852

土地 5,181 5,181 5,181

その他 434 9,599 329 9,233 389 9,423

無形固定資産 201 166 174

投資その他の資産

その他 3,197 3,183 3,062

貸倒引当金 △ 39 3,158 △ 128 3,054 △ 39 3,022

固定資産合計 12,959 28.2 12,455 29.3 12,620 27.9

資産合計 45,962 100.0 42,458 100.0 45,163 100.0
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前中間連結会計期間末

（平成13年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成14年３月31日）

区分
注記
番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ  流動負債

支払手形及び買掛金 ※4 10,255 8,498 9,720

短期借入金 6,137 423 3,330

賞与引当金 639 641 593

その他 4,248 3,579 4,264

流動負債合計 21,280 46.3 13,143 30.9 17,908 39.7

Ⅱ  固定負債

長期借入金 1,927 7,403 4,565

退職給付引当金 961 953 870

役員退職慰労引当金 139 157 158

その他 177 214 197

固定負債合計 3,206 7.0 8,728 20.6 5,792 12.8

負債合計 24,486 53.3 21,872 51.5 23,700 52.5

（資本の部）

Ⅰ  資本金 4,453 9.7 － 4,453 9.9

Ⅱ  資本準備金 5,925 12.9 － 5,925 13.1

Ⅲ  連結剰余金 11,292 24.5 － 11,300 25.0

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 327 0.7 － 308 0.7

Ⅴ  自己株式 △ 522 △1.1 － △ 524 △1.2

資本合計 21,475 46.7 － 21,462 47.5

Ⅰ  資本金 － 4,453 10.5 －

Ⅱ  資本剰余金 － 5,925 13.9 －

Ⅲ  利益剰余金 － 10,396 24.5 －

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 － 338 0.8 －

Ⅴ  自己株式 － △ 527 △1.2 －

資本合計 － 20,586 48.5 －

負債資本合計 45,962 100.0 42,458 100.0 45,163 100.0
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②  【中間連結損益計算書】

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

百分比

（％）
金額（百万円）

百分比

（％）
金額（百万円）

百分比

（％）

Ⅰ  売上高 28,461 100.0 25,001 100.0 58,202 100.0

Ⅱ  売上原価 ※1 16,200 56.9 14,799 59.2 33,232 57.1

売上総利益 12,261 43.1 10,201 40.8 24,970 42.9

Ⅲ  販売費及び一般管理費

運賃諸掛 996 977 2,100

広告宣伝費 5,199 4,196 10,334

貸倒引当金繰入 117 177 273

給料手当 2,174 2,179 4,905

賞与引当金繰入 580 584 530

退職給付費用 264 457 647

役員退職慰労引当金繰入 23 17 42

その他 2,764 12,120 42.6 2,626 11,217 44.9 5,556 24,391 41.9

営業利益（△は営業損

失）
141 0.5 △ 1,015 △4.1 578 1.0

Ⅳ  営業外収益

受取利息 6 0 8

不動産賃貸料 71 66 142

カタログ売却収入 47 48 68

その他 86 212 0.8 99 215 0.9 191 410 0.7

Ⅴ  営業外費用

支払利息 35 23 67

公共下水道事業受益者負担

金
5 － 5

出資金運用損失 0 － 2

金利キャップ評価損 0 － 0

カタログ取次手数料 － 3 －

その他 8 51 0.2 3 30 0.1 11 88 0.2

経常利益（△は経常損
失）

302 1.1 △ 829 △3.3 900 1.5
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前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

区分
注記
番号
金額（百万円）

百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ  特別利益

償却債権取立益 3 3 0.0 2 2 0.0 7 7 0.0

Ⅶ  特別損失

固定資産除却損 ※2 29 12 39

投資有価証券評価損 321 8 488

その他 3 354 1.3 0 21 0.1 26 555 0.9

税金等調整前中間（当

期）純利益（△は税金等

調整前中間（当期）純損

失）

△ 48 △0.2 △ 848 △3.4 352 0.6

法人税、住民税及び事業

税
249 92 418

過年度法人税等 － － 76

法人税等調整額 △ 168 81 0.3 △ 229 △ 137 △0.6 △ 212 282 0.5

中間（当期）純利益（△

は中間（当期）純損失）
△ 130 △0.5 △ 711 △2.8 70 0.1



－ 15 －

③  【中間連結剰余金計算書】

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ  連結剰余金期首残高 11,615 － 11,615

Ⅱ  連結剰余金減少高

配当金 192 192 － － 385 385

Ⅲ  中間（当期）純利益（△は

中間（当期）純損失）
△ 130 － 70

Ⅳ  連結剰余金中間期末（期

末）残高
11,292 － 11,300

（資本剰余金の部）

Ⅰ  資本剰余金期首残高

資本準備金期首残高 － － 5,925 5,925 － －

Ⅱ  資本剰余金中間期末残高 － 5,925 －

（利益剰余金の部）

Ⅰ  利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高 － － 11,300 11,300 － －

Ⅱ  利益剰余金減少高

配当金 － 192 －

中間純損失 － － 711 903 － －

Ⅲ  利益剰余金中間期末残高 － 10,396 －
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④  【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

前中間連結会計期間

（自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益（△は

税金等調整前中間（当期）純損失）
△ 48 △ 848 352

減価償却費 263 229 523

貸倒引当金の増減額（△減少） △ 29 9 △ 24

商品調整引当金の増減額（△減少） 19 394 38

賞与引当金の増減額（△減少） 52 48 7

退職給付引当金の増減額（△減少） △ 7 82 △ 99

役員退職慰労引当金の増減額（△減少） △ 10 △ 1 8

受取利息及び受取配当金 △ 15 △ 11 △ 23

資金原価及び支払利息 91 66 176

投資有価証券等の評価・売却損益 324 8 491

固定資産の売却・除却損益 40 20 66

出資金運用損失 0 － 2

金利キャップ評価損 0 － 0

営業債権の増減額（△増加） △ 110 2,114 △ 31

たな卸資産の増減額（△増加） △ 184 △ 35 △ 602

その他流動資産の増減額（△増加） △ 177 △ 179 351

仕入債務の増減額（△減少） △ 211 △ 1,221 △ 737

その他流動負債の増減額（△減少） △ 253 △ 504 △ 227

その他固定負債の増減額（△減少） 14 17 34

小計 △ 242 189 309

利息及び配当金の受取額 17 11 24

利息の支払額 △ 94 △ 74 △ 182

法人税等の支払額 △ 723 △ 292 △ 914

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,043 △ 165 △ 763

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － － 6

有形固定資産の取得による支出 △ 77 △ 18 △ 178

有形固定資産の売却による収入 2 0 4

投資有価証券の取得による支出 △ 100 △ 5 △ 137

投資有価証券の売却による収入 399 99 399

その他 △ 31 △ 79 △ 55

投資活動によるキャッシュ・フロー 193 △ 3 38
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前中間連結会計期間

（自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自 平成13年４月１日

至 平成14年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100 －

短期借入金の返済による支出 － △ 100 △ 200

長期借入れによる収入 600 2,900 3,300

長期借入金の返済による支出 △ 1,120 △ 2,968 △ 3,789

自己株式の売却による収入 15 － 15

自己株式の取得による支出 △ 3 △ 2 △ 5

配当金の支払額 △ 192 △ 193 △ 387

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 701 △ 263 △ 1,066

Ⅳ  現金及び現金同等物の増減額（△減少） △ 1,551 △ 432 △ 1,791

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 6,528 4,736 6,528

Ⅵ  現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高
4,976 4,304 4,736

次へ
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日
至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日
至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日
至  平成14年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

子会社４社は全て連結しております。

㈱ムトウサービス、㈱ムトウ流通セン
ター、㈱ムトウクレジット、㈱ミック

１．連結の範囲に関する事項

同    左

１．連結の範囲に関する事項

同    左

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

同    左

２．持分法の適用に関する事項

同    左

３．連結子会社の中間決算日等に関する事

項

連結子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と同一であります。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事

項

同    左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場
価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的債券

同    左

その他有価証券

時価のあるもの

同    左

時価のないもの

同    左

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的債券

同    左

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格
等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

同    左

②  デリバティブ

時価法

②  デリバティブ

同    左

②  デリバティブ

同    左

③  たな卸資産

主として先入先出法による原価法

③  たな卸資産

同    左

③  たな卸資産

同    左

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①  有形固定資産

主として定率法
ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物及び構築物    ３～50年

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①  有形固定資産

同    左

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①  有形固定資産

同    左
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前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

②  無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量（有効期間３年以

内）に基づく方法

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

②  無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア

同    左

自社利用のソフトウェア

同    左

②  無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア

同    左

自社利用のソフトウェア

同    左

（３）重要な引当金の計上基準

①  商品調整引当金

中間連結会計期間末カタログ商品

の旧型化損失に備えるため、商品

ジャンル別に次式により見積計上し
ております。

（カタログ商品中間連結会計期間

末在高）×（過去３連結会計年度の

旧型化商品発生率）×（過去３連結

会計年度の平均処分損率）

（３）重要な引当金の計上基準

①  商品調整引当金

同    左

（３）重要な引当金の計上基準

①  商品調整引当金

連結会計年度末カタログ商品の旧

型化損失に備えるため、商品ジャン

ル別に次式により見積計上しており
ます。

（カタログ商品連結会計年度末在

高）×（過去３連結会計年度の旧型

化商品発生率）×（過去３連結会計

年度の平均処分損率）

②  貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、中間連結会計期間末の

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま
す。

②  貸倒引当金

同    左

②  貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、連結会計年度末の一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

③  賞与引当金

使用人及び使用人としての職務を

有する役員に対して支給する賞与に

充てるため、支給予定見積額の当中

間連結会計期間負担分を計上してお
ります。

③  賞与引当金

同    左

③  賞与引当金

使用人及び使用人としての職務を

有する役員に対して支給する賞与に

充てるため、支給予定見積額の当連

結会計年度負担分を計上しておりま
す。

④  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ
き、中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計上し

ております。

なお、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしてお

ります。

④  退職給付引当金

同    左

④  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、
連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。

なお、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしてお

ります。
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前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

⑤  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく中間連結会計期間

末所要額を計上しております。

⑤  役員退職慰労引当金

同    左

⑤  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末所

要額を計上しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

（４）重要なリース取引の処理方法

同    左

（４）重要なリース取引の処理方法

同    左

（５）重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま
す。

ただし、ヘッジ会計の要件を満た

す金利スワップについては、特例処

理を採用しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

同    左

（５）重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

同    左

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  金利スワップ
ヘッジ対象  借入金

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

同    左

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

同    左

③  ヘッジ方針

借入金の将来の金利変動によるリ

スクをヘッジしております。

③  ヘッジ方針

同    左

③  ヘッジ方針

同    左

④  ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して、相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺する

ものと想定することができるため、
ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。

④  ヘッジ有効性評価の方法

同    左

④  ヘッジ有効性評価の方法

同    左

（６）その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（６）その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

同    左

（６）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同    左

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

同    左

５．連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。
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次へ
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追加情報

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日
至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日
至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日
至  平成14年３月31日）

自己株式及び法定準備金取崩等会計

当中間連結会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計基
準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。この変更に伴う損益への影響

はありません。

なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の資本の部及び中間連結

剰余金計算書については、改正後の中間
連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

表示方法の変更

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日  至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日  至  平成14年９月30日）

１．前中間連結会計期間まで中間連結損益計算書において、販

売費及び一般管理費の「退職給付引当金繰入」は、明瞭性の

見地より、当中間連結会計期間から販売費及び一般管理費の
「退職給付費用」として表示することに変更しました。

１．前中間連結会計期間まで中間連結損益計算書において、区

分掲記していた営業外費用の「金利キャップ評価損」は、金

額的重要性がなくなったため、当中間連結会計期間から営業
外費用の「その他」に含めて表示することに変更しました。

なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている金

利キャップ評価損は 0百万円であります。

２．前中間連結会計期間まで中間連結損益計算書において、特
別利益の「その他」に含めて表示していた償却債権取立益

は、特別利益の 100分の10を超えたため、当中間連結会計期

間から「償却債権取立益」として表示することに変更しまし

た。

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている償

却債権取立益は 1百万円であります。

２．前中間連結会計期間まで中間連結損益計算書において、営
業外費用の「その他」に含めて表示していたカタログ取次手

数料は、営業外費用の総額の 100分の10を超えたため、当中

間連結会計期間から営業外費用の「カタログ取次手数料」と

して表示することに変更しました。

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれているカ

タログ取次手数料は 2百万円であります。

３．前中間連結会計期間まで中間連結損益計算書において、特

別損失の「その他」に含めて表示していた投資有価証券評価

損は、特別損失の 100分の10を超えたため、当中間連結会計

期間から「投資有価証券評価損」として表示することに変更

しました。

なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている投

資有価証券評価損は 26百万円であります。

３．前中間連結会計期間まで中間連結キャッシュ・フロー計算

書において、区分掲記していた営業活動によるキャッシュ・

フローの「金利キャップ評価損」は、金額的重要性がなく

なったため、当中間連結会計期間から営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他流動資産の増減額」に含めて表示す

ることに変更しました。

なお、当中間連結会計期間の「その他流動資産の増減額」

に含まれている金利キャップ評価損は 0百万円であります。

前へ    次へ
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末

（平成13年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

前連結会計年度末

（平成14年３月31日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１  有形固定資産の減価償却累計額 ※１  有形固定資産の減価償却累計額

5,422 百万円 5,600 百万円 5,541 百万円

２  偶発債務 ２  偶発債務 ２  偶発債務

従業員持家融資制度に基づく企業集団

従業員の銀行借入金の保証

従業員持家融資制度に基づく企業集団

従業員の銀行借入金の保証

従業員持家融資制度に基づく企業集団

従業員の銀行借入金の保証

31 百万円 23 百万円 24 百万円

３  連結子会社（㈱ムトウクレジット）

においては、キャッシング業務等を
行っております。当該業務における当

座貸越契約及び貸出コミットメントに

係る貸出未実行残高は次のとおりであ

ります。

３  連結子会社（㈱ムトウクレジット）

においては、キャッシング業務等を
行っております。当該業務における当

座貸越契約及び貸出コミットメントに

係る貸出未実行残高は次のとおりであ

ります。

３  連結子会社（㈱ムトウクレジット）

においては、キャッシング業務等を
行っております。当該業務における当

座貸越契約及び貸出コミットメントに

係る貸出未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

3,114 百万円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

4,066 百万円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

3,218 百万円

貸出実行残高 2,165 百万円 貸出実行残高 2,712 百万円 貸出実行残高 2,341 百万円

差引額 948 百万円 差引額 1,353 百万円 差引額 876 百万円

なお、上記当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約においては、借入人

の資金使途、信用状態等に関する審査
を貸出の条件としているものが含まれ

ているため、必ずしも当中間連結会計

期間末の未実行残高 948百万円全額が

貸出実行されるものではありません。

なお、上記当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約においては、借入人

の資金使途、信用状態等に関する審査
を貸出の条件としているものが含まれ

ているため、必ずしも当中間連結会計

期間末の未実行残高 1,353百万円全額

が貸出実行されるものではありませ

ん。

なお、上記当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約においては、借入人

の資金使途、信用状態等に関する審査
を貸出の条件としているものが含まれ

ているため、必ずしも当連結会計年度

末の未実行残高 876百万円全額が貸出

実行されるものではありません。

※４  中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当中

間連結会計期間末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結会計期間
末日満期手形が、中間連結会計期間末

残高に含まれております。

※４  連結会計年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当連結会

計年度末日は金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形
が、連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

受取手形 23 百万円 受取手形 14 百万円

支払手形 8 百万円 支払手形 0 百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

※１  売上原価には、商品調整引当金繰入
額 19百万円が含まれております。

※１  売上原価には、商品調整引当金繰入
額 394百万円が含まれております。

※１  売上原価には、商品調整引当金繰入
額 38百万円が含まれております。

※２  固定資産除却損の内訳は、次のとお

りであります。

※２  固定資産除却損の内訳は、次のとお

りであります。

※２  固定資産除却損の内訳は、次のとお

りであります。

建物及び構築物 8 百万円 建物及び構築物 10 百万円 建物及び構築物 8 百万円

機械装置及び運搬具 0 百万円 機械装置及び運搬具 1 百万円 機械装置及び運搬具 0 百万円

工具器具及び備品 20 百万円 工具器具及び備品 0 百万円 工具器具及び備品 25 百万円

ソフトウェア 0 百万円 計 12 百万円 ソフトウェア 4 百万円

計 29 百万円 計 39 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成13年９月30

日）

現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成14年９月30

日）

現金及び現金同等物の連結会計年度末残

高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成14年３月31日）

現金及び預金勘定 4,982 百万円 現金及び預金勘定 4,304 百万円 現金及び預金勘定 4,736 百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△ 6 百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
－ 百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
－ 百万円

現金及び現金同等物 4,976 百万円 現金及び現金同等物 4,304 百万円 現金及び現金同等物 4,736 百万円

前へ    次へ
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．借手側 １．借手側 １．借手側

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

（百万円）

減価償却累

計額相当額

（百万円）

中間期末

残高相当額

（百万円）

取得価額

相当額

（百万円）

減価償却累

計額相当額

（百万円）

中間期末

残高相当額

（百万円）

取得価額

相当額

（百万円）

減価償却累

計額相当額

（百万円）

期末残高

相当額

（百万円）

その他の有

形固定資産
2,046 891 1,155 その他の有

形固定資産
2,090 1,107 983 その他の有

形固定資産
2,107 981 1,125

無形固定資

産
52 8 44 無形固定資

産
131 23 107 無形固定資

産
68 14 53

合計 2,099 899 1,199 合計 2,222 1,131 1,091 合計 2,175 996 1,179

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 407 百万円 １年内 434 百万円 １年内 432 百万円

１年超 816 百万円 １年超 681 百万円 １年超 771 百万円

計 1,223 百万円 計 1,116 百万円 計 1,203 百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 269 百万円 支払リース料 241 百万円 支払リース料 508 百万円

減価償却費相当額 253 百万円 減価償却費相当額 227 百万円 減価償却費相当額 477 百万円

支払利息相当額 16 百万円 支払利息相当額 14 百万円 支払利息相当額 31 百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

同    左 同    左

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各連結会計年度への配分方法について

は、利息法によっております。

同    左 同    左
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前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

２．貸手側 ２．貸手側 ２．貸手側

（１）リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

（１）リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

（１）リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高

取得価額

（百万円）

減価償却

累計額

（百万円）

中間期末

残高

（百万円）

取得価額

（百万円）

減価償却

累計額

（百万円）

中間期末

残高

（百万円）

取得価額

（百万円）

減価償却

累計額

（百万円）

期末残高

（百万円）

その他の有

形固定資産
443 277 165 その他の有

形固定資産
308 219 89 その他の有

形固定資産
387 262 125

無形固定資

産
58 33 25 無形固定資

産
40 27 13 無形固定資

産
51 32 18

合計 502 311 191 合計 349 246 102 合計 439 295 144

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 105 百万円 １年内 67 百万円 １年内 86 百万円

１年超 119 百万円 １年超 49 百万円 １年超 79 百万円

計 225 百万円 計 116 百万円 計 165 百万円

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「受取利子込み

法」により、算定しております。

同    左 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高及び見

積残存価額の残高の合計額が、営業債

権の期末残高等に占める割合が低いた

め、「受取利子込み法」により、算定

しております。

（３）受取リース料及び減価償却費 （３）受取リース料及び減価償却費 （３）受取リース料及び減価償却費

受取リース料 65 百万円 受取リース料 46 百万円 受取リース料 121 百万円

減価償却費 50 百万円 減価償却費 36 百万円 減価償却費 94 百万円

前へ    次へ
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成13年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）国債・地方債等 － － －

（２）社債 － － －

（３）その他 99 99 0

合計 99 99 0

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

（１）株式 1,210 1,766 555

（２）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 1,210 1,766 555

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 320百万円減損処理を行っており
ます。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上
下落した株式について行っております。

３．時価評価されていない有価証券

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）満期保有目的の債券 －

（２）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 132

合計 132

当中間連結会計期間末（平成14年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。
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２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

（１）株式 1,068 1,642 574

（２）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 1,068 1,642 574

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 7百万円減損処理を行っておりま
す。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上

下落した株式について行っております。

３．時価評価されていない有価証券

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）満期保有目的の債券 －

（２）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 142

合計 142

前連結会計年度末（平成14年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（１）国債・地方債等 － － －

（２）社債 － － －

（３）その他 99 99 0

合計 99 99 0

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

（１）株式 1,075 1,600 524

（２）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 1,075 1,600 524

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 488百万円減損処理を行っておりま

す。
なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上下落

した株式について行っております。
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３．時価評価されていない有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

（１）満期保有目的の債券 －

（２）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 137

合計 137

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

前中間連結会計期間末

（平成13年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

前連結会計年度末

（平成14年３月31日）対象

物の
種類

取引の種類 契約額等
（百万

円）

時価
（百万

円）

評価損益
（百万

円）

契約額等
（百万

円）

時価
（百万

円）

評価損益
（百万

円）

契約額等
（百万

円）

時価
（百万

円）

評価損益
（百万

円）

金利 金利キャップ取引 1,600 0 △ 21 1,600 0 △ 10 1,600 0 △ 15

（注）１．時価の算定方法

金利キャップ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。
２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

前へ



－ 30 －

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自  平成13年４月１日  至  平成13年９月30日）

通信販売事業

（百万円）

金融事業

（百万円）

情報処理事業

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高

（１）外部顧客に対する売

上高
25,556 880 804 1,220 28,461 － 28,461

（２）セグメント間の内部

売上高又は振替高
167 40 528 11 746 (   746) －

計 25,724 920 1,332 1,231 29,208 (   746) 28,461

営業費用 25,900 839 1,252 1,175 29,167 (   846) 28,320

営業利益（△は営業損
失）

△ 176 81 80 56 41 99 141

当中間連結会計期間（自  平成14年４月１日  至  平成14年９月30日）

通信販売事業

（百万円）

金融事業

（百万円）

情報処理事業

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高

（１）外部顧客に対する売

上高
22,145 867 927 1,061 25,001 － 25,001

（２）セグメント間の内部

売上高又は振替高
134 30 507 13 687 (   687) －

計 22,280 897 1,435 1,074 25,688 (   687) 25,001

営業費用 23,527 816 1,403 1,052 26,800 (   783) 26,016

営業利益（△は営業損

失）
△ 1,247 80 31 22 △ 1,111 96 △ 1,015

前連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

通信販売事業

（百万円）

金融事業

（百万円）

情報処理事業

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高

（１）外部顧客に対する売

上高
52,381 1,764 1,883 2,172 58,202 － 58,202

（２）セグメント間の内部

売上高又は振替高
348 77 1,038 17 1,481 （  1,481） －

計 52,730 1,841 2,921 2,189 59,683 （  1,481） 58,202

営業費用 52,719 1,649 2,807 2,129 59,306 （  1,682） 57,623

営業利益 10 192 114 60 377 201 578

（注）１．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。

２．事業区分の主要な内容

（１）通信販売事業    カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業
（２）金融事業        割賦債権買取業、融資業

（３）情報処理事業    情報処理業

（４）その他の事業    衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自  平成13年４月１日  至  平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自  平成14年４

月１日  至  平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）において
は、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自  平成13年４月１日  至  平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自  平成14年４
月１日  至  平成14年９月30日）及び前連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）において

は、海外売上高がないため、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間

（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

１株当たり純資産額 ８３４円７０銭 １株当たり純資産額 ８００円４４銭 １株当たり純資産額 ８３４円３３銭

１株当たり中間純損失 ５円０７銭 １株当たり中間純損失 ２７円６４銭 １株当たり当期純利益 ２円７２銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、新株引受権付社債及

び転換社債の発行がないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、自己株式方式による

ストックオプション制度を採用していま

すが、１株当たり中間純損失であるため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、自己株式方式による

ストックオプション制度を採用していま

すが、調整計算の結果、１株当たり当期
純利益が減少しないため記載しておりま

せん。

（追加情報）

当中間連結会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）を適用しております。こ

の変更に伴う１株当たり情報への影響は
ありません。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  平成13年４月１日

至  平成13年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  平成14年４月１日

至  平成14年９月30日）

前連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

中間純損失 711 百万円

普通株主に帰属しない

金額
－ 百万円

普通株式に係る中間純
損失

711 百万円

期中平均株式数 25,720 千株

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった

潜在株式の概要

自己株式方式に
よるストックオ

プション制度

（711千株）

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２  【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①  【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

（平成13年９月30日）

当中間会計期間末

（平成14年９月30日）

前事業年度の

要約貸借対照表

（平成14年３月31日）

区分
注記
番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ  流動資産

現金及び預金 4,179 3,593 3,948

受取手形 ※3 34 22 29

売掛金 10,151 8,494 10,175

たな卸資産 2,618 2,994 2,956

商品調整引当金 △ 137 △ 550 △ 156

短期貸付金 4,274 4,117 4,320

その他 2,086 1,767 1,514

貸倒引当金 △ 150 △ 128 △ 141

流動資産合計 23,058 62.5 20,312 61.1 22,646 63.6

Ⅱ  固定資産

有形固定資産 ※1

建物 2,232 2,087 2,149

土地 4,865 4,865 4,865

その他 181 154 164

計 7,279 7,107 7,179

無形固定資産 120 100 108

投資その他の資産

投資有価証券 2,285 2,170 2,124

自己株式 521 － －

長期貸付金 2,944 2,826 2,848

その他 699 730 752

貸倒引当金 △ 28 △ 25 △ 25

計 6,423 5,701 5,699

固定資産合計 13,822 37.5 12,910 38.9 12,987 36.4

資産合計 36,881 100.0 33,222 100.0 35,633 100.0
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